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テレビショッピング 

㈱ジャパネットたかたは２００２年１２月決算期（２００２年）に、売上高６２４億２千万円（前年比

３９％増）、経常利益３１億６千７百万円（前年比３１％増）をあげたと発表した。この１０年間で

売上高を４３倍にし、経常利益を５１倍に伸ばすという急成長ぶりであった。 

ジャパネットたかたはテレビ(ＣＳ放送、ＣＡＴＶなどを含む)やラジオ、カタログやチラシ、さら

にインターネットなど多様なメディアによるパソコン・家電品などの通信販売会社であった。中

でも売上の約４０％を占めるテレビ通販を主力としていた。 

テレビ通販の市場規模は、２０００年度で１，９００億円とまだ小さいものの、通販市場全体(２

兆３，９００億円)の８％を占め、不振の消費関連市場で唯一二ケタ成長を続けていた。日経新

聞の主要１０社の調査1によれば、２００２年度売上高１０社合計は１，１４３億円。同２００３年度

予想売上高合計は１，３８０億円と２０％強の伸びを予想していた。百貨店やスーパーなどの店

頭販売は前年割れを続けており、２００２年度の通販市場もテレビ通販を除くと前年度比マイナ

スと見積もられた。 

テレビ通販の売上トップ企業は、住友商事系のジュピターショップチャンネル(東京都中央

区)であり、２００２年１２月期に売上高２７６億円(前年比３９％)をあげた。電化製品を主力とする

業界第２位のジャパネットたかたの２００２年度売上は２５０億円(テレビ通販のみ)だったが、前

年比５９％増とトップを追い上げた。第３位プライムの２００３年６月期は、２６％減の売上高１８６

億円となる見通しである。前年に大ヒットしたダイエット器具「アブトロニック」販売終了の反動が

響いた。 

テレビ通販番組は、今や先進国に限らず世界中で放映されるようになったが、本格的に成

長したのはＣＡＴＶ網などのインフラ整備が進んでからのことである。米国では各家庭に 100 を

超える多種多様なテレビ番組を視聴できるようになって、市場は急拡大した。 

日本ではかつて米国から番組を輸入し、日本語の吹き替え版を放送していた。テレビ局と

専門商社のタイアップによって商品の受注・納品が行われ、当時は鍋やフライパンのセットとい

った料理器具、小物のアイデア商品（台所用品、掃除道具-etc）などが多く扱われた。やがて
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朝のラジオ番組や午後の主婦向けテレビ番組の中でテレビショッピングのコーナーが盛んに

設けられ、衣料（和洋服）やバッグ、宝石類、さらには高級食料品（すき焼きやステーキ用の肉

や、蟹といった食材）が紹介されるようになった。後に深夜のテレビショッピング専用の番組も

登場した。さらに日本でもＣＡＴＶの視聴可能所帯が１，５００万所帯を超え、ＢＳやＣＳなど衛星

放送やデジタル放送ネットワークの整備が進んだおかげで、テレビ通販が本格化した。 

１９９７年 3 月社団法人日本通信販売協会（ＪＤＭＡ）は、特定商取引に関する法律と関係法

令に基づき「テレビショッピングに関するガイドライン」を制定し、テレビ媒体（地上波、ＢＳ、ＣＳ、

ＣＡＴＶ）を使用した通信販売事業の基本的規制を定めている2。 

 

 

高田明社長の創業 

ジャパネットたかたの高田明社長は１９４８年長崎県平戸市生まれ。１９７１年大阪経済大経

済学部を卒業後、大阪市内にある阪村機械製作所へ入社した。1 年ほど海外勤務を経験した

後、１９７４年高田氏２５歳の時に、実父が経営する「カメラのたかた」（平戸市）を手伝い始める。

１９８６年にカメラ店から分離独立し、新たに「たかた」を設立し自分の店を持つことになった。

1999 年５月に現社名である「ジャパネットたかた」に変更し、現在に至っている。 

「佐世保のカメラ屋」にすぎなかった企業が全国区になったのは、独自の販路を開拓しようと、

１９９０年に九州全域を対象にラジオショッピングを展開したことがきっかけだった。 

「９０年３月地元・長崎のラジオに自ら出演し、１９,８００円のコンパクトカメラを売ったら５０台も

売れた。店頭なら１ヶ月かかっても売れない数です。これがきっかけ。当初年２回の放送を、放

送局に頼み込んで徐々に数を増やしました。９１年３月に北海道から沖縄までラジオで全国制

覇。午前中だけで７，８本のラジオ生放送をこなしていました。‐‐‐テレビは最初９０秒のＣＭを

全国３０局で放送しましたが、商品を丁寧に説明する時間が足りず面白くない。そこで３０分枠

に乗り出したんです」3(高田社長) 

ラジオに出演したとき、店頭で地元の顧客に売っていた口調そのままに、自らマイクの前に

立った。それが今の高田氏のスタイルになっている。 

１９９４年６月には地方局で、深夜の 30 分番組「ジャパネットたかたテレビショッピング」を始

め、テレビ通販へと広げた。バブルがはじけ、地方のテレビ局はＣＭ枠が埋まらず困っていた

ことが追い風となった。 

「今ではテレビ局 90 局で年間 8400 回、ラジオ局 40 局で同 18500 回放送します。女優さん

やタレントさんと共演する番組も佐世保に来てもらって地元で収録。私自身、月４０時間以上は

テレビに出演し、5 分枠のラジオは毎日 10 本は生出演します」4(高田社長。２００１年８月時点) 

１９９５年には通販カタログ誌「ジャパネット倶楽部」を発刊し、新聞チラシ「ジャパネット倶楽

部」を新聞全国紙に出稿し、２０００年にはインターネット上にホームページを開き、インターネ

                                                   
2 社団法人日本販売通信協会（ＪＤＭＡ） http://www.jadma.org 
3 日経流通新聞 2001.8.21 
4 同上 
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ット通販もできるようになった。 

年間の媒体費はテレビ２８億円、ラジオ１２億円、計４０億円(２００１年)という。媒体別の売上

割合はおよそテレビ４０％、カタログ・チラシ３５％、ラジオ２５％となっている。 

２００１年２月、約４，０００㎡の物流センターや７２席の受注センターなどを備えた新本社が佐

世保市に完成。旧本社ビルをテレビスタジオに改装し、コンテンツの自社制作に踏み切った。

これらに４０億円という投資額をかけた。 

さらに３月からスカイパーフェクＴＶで専門チャンネル２４２を開局し、自社スタジオから１日

21 時間ショッピング番組を放送し、毎日３時間の生放送も流している。２００３年秋にはスタジオ

を増設する予定である。 

「地上波テレビは月１回の収録で、どうしても即時性に欠けます。‐‐‐録画と生では迫力が違

います。地上波テレビでも一部で生番組を始めたところ、録画に比べ５倍以上の売上です。 

自前でテレビスタジオを持って、番組制作まで手がけるなんて、できるわけがないと言われ

ました。番組制作の経験者を５人採用しましたが、あとは研修あるのみです。 

スタジオをつくったのはコンテンツを自社で制作しないと競争に勝てないと思ったからです。

メディアミックスは当初から手がけてきました。年２回発行で１回あたり１１０万部発行するカタロ

グや、年間２億４０００万枚配布するチラシ、インターネットを組み合わせ、買ってもらう狙いで

す。テレビなどマス媒体は買い替え需要や中上級者には向かないからです」5(高田社長) 

競合他社は受発注や在庫業務に関してアウトソースするケースがほとんどである。しかしジ

ャパネットたかたは商品の選別・在庫から番組制作・受注・発送・アフターサービスに至るまで、

すべてを自前でまかなう自社一貫主義にこだわってきた。かつて番組は福岡の放送局で収録

していたが、編集作業に1ヵ月以上かかっていた。パソコンなどは４半期ごとに新製品が出るの

で、放送時には旧モデルとなったり、市価が下がって値段が相場に合わなくなるといった弊害

が生じていた。 

「早ければ注文を受けた次の日に、顧客の手元に届けることも可能だ。要はスピード。テレ

ビ通販の場合、販売機会は視聴者がこちらに電話をかけてきたその瞬間しかない。顧客を待

たせず、チャンスに確実に生かしていくことが実績につながっていく」6(高田社長) 

その日の天気や季節のイベント、商品の売れ行きに応じて価格を下げたり、商品を入れ替

えたり、視聴者からの反響に合わせ、臨機応変に商品提供できるのが生放送の強みだ7。 

ジャパネットたかたの主力商品の一つであるパソコンの場合、年間販売台数は約１０万台

(2001 年)である。パソコン量販店の関係者は「決して安くはないが、販売台数は全国でもベス

ト３０に入る」8とみられている。特にプリンターやデジタルカメラなど周辺機器と共にセットで売

るので、メーカーの九州販社にとっては極めて有力な取引先となる。九州から発信する利点が

ここにもある。 

                                                   
5 日経流通新聞 2001.8.21  
6 日経ビジネス 2002.10.21 
7 日経産業新聞 2002.10.22「転機---人・言葉・出来事」 
8 日経流通新聞 2001.8.21 
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「インフラが整った大都市圏に進出しようと思ったことは一度もない。情報を発信する手段が

ここまで整った時代に、東京か長崎かなどということにあまり意味はない」9(高田社長) 

 

 

ターゲットは買い物嫌いの中高年(?) 

２００２年１０月９日午前１０時、ジャパネットたかたが提供する「穴井夕子のお買い物情報」で

紹介された内容は次のようだった。商品は「スチーム洗浄クリーナー２万９８００円」「日立製４２

インチ・プラズマテレビ７９万８０００円」「ビクター２９インチ・テレビとＶＴＲ、ＤＶＤプレーヤーな

どのセット９万９８００円」‐‐‐。安さにやや大げさに驚く女性タレントを前に、ちょっと訛りがある

独特の口調で、テンポよく商品の特徴を説明しているのが高田社長だ。 

テレビで販売するのは５０分かけて１２品目程度。商品は他にもＮＥＣや富士通のパソコン、

ソニーのビデオカメラ、シャープの液晶テレビ、ブリヂストンのゴルフクラブなど、量販店で買え

る商品ばかりだが、顧客は意外にも４０～５０代の男性が大きなウェイトを占めるという(ただし商

品やメディア、時間帯によって異なる)。 

ジャパネットたかたでは、自社の通販を利用する人に会員登録してもらうことになっている

(会員数・約２００万人)。テレビ通販に進出したばかりの頃、ワープロやレーザーディスクカラオ

ケセットなどを販売していたが、テレビ通販の常識に反して中高年男性の利用が多かった。な

ぜこの年代に売れるのかを考えた結果、買い物があまり好きでなく、テレビを見る機会も専業

主婦ほどは多くない中高年男性の市場は、意外に大きいのではないかという仮説に至ったと

いう10（付属資料 3）。 

「パソコンを買えない人に売るんです」(高田社長) 

ジャパネットたかたの番組づくりの特徴は、高田社長自らがテレビ画面に登場して行う説明

が丁寧でわかりやすい点にある。あまり予備知識がない顧客を相手にするので、高田社長が

自分なりに理解し自分の言葉で説明する。パソコンであれば「手持ちの写真全部をデジタルで

管理でき、住所録もスケジュールもＯＫ。辞書も要らない」と使い方を提案する。さらに信頼性

のあるナショナルブランドに限定し、最も新しい現行機種を販売するよう心がけている。 

｢オールインワンパッケージ｣が多いことも同社の特徴である。パソコン本体だけでなく、プリ

ンター、デジタルカメラ、スキャナーなどの周辺機器をセット販売している。何をどう組み合わせ

たら、どんな使い方ができるのかがわからず、日ごろ買うのをためらっていた顧客も、デジカメ

で撮った写真が年賀状になる様子を実演を交えながら紹介すれば、興味がわきやすい。また

パソコンを予めすべてセットアップして納入する「ＰＣセットアップ・サービス」も行っている。 

価格については、商品点数を絞り込みメーカーから直接大量に仕入れることで、家電量販

店並みに引き下げている。さらに高田社長の名セリフとなっている「分割金利・手数料はジャパ

ネットが負担します！」によって割安感を与えている。 

電気製品に弱い人が多いため、購入後のサポート体制も必要になる。通常、メーカーが受

                                                   
9 日経ビジネス 2002.10.21 
10 同上 
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けるような商品に関するトラブルや質問にも、フリーダイヤルでジャパネットの社員が応じる。社

員はメーカー並みの商品知識を持つよう教育されているので、顧客にとっての安心感も大き

い。 

そして「自前主義」がある。他の通販会社と異なり、アウトソーシング隆盛の時代に逆の発想

で臨んでいる。製造と配送以外はすべて自社内で処理し、セット販売で同梱するのも新社屋

階下の倉庫で行っている。在庫状況がすぐわかり、スピーディーに顧客に届けられる仕組みに

なっている。 

 

 

競争激化するテレビ通販市場 

テレビ通販の成長を支える一つには、テレビの多チャンネル化がある。ＣＡＴＶ、ＣＳに加え、

２０００年末からＢＳデジタル、２００２年春から次期ＣＳ、２００３年からは地上波デジタルと、メデ

ィアは急増した。テレビ各局も通販番組は有力なコンテンツと位置付けており、参入企業が増

えている。 

「一段の多チャンネル化に向けて、早めにブランドを確立しておく必要がある」(テレビ通販

会社・ＱＶＣジャパン佐々木迅社長)と、各社拡大を急いでいる。 

テレビ通販トップのジュピターショップチャンネルはＣＡＴＶなどに自社チャンネルを持ち、１

日２４時間放送し、そのうち週１００時間は生放送である。 

「生放送番組の商品売上高は録画番組の２～３倍」(ジュピター大橋茂ＣＯＯ) 

生放送にすると売上が伸びるのは、放送中の受注状況を見て機動的に商品を入れ替えら

れるからだ。注文が多いと、「注文集中しています！」「残りあとわずか！」といったテロップを流

す。逆に売れ行きが悪いと、早めに打ち切り次の商品に移る11。 

ジュピターは各地のＣＡＴＶへの配信を増やしたことで、視聴可能所帯数も１,５００万所帯に

達した。主要な顧客層は在宅時間の長い主婦で、顧客の８５％は女性、３０～５０代が７５％を

占める。商品は化粧品や健康関連グッズ、宝飾品など女性向けが人気で、売れ筋商品として

は手足・足首用ダイエット器具「やせ帯」(４,６００円)やパック関連の化粧品を集めた「チェンジ

セット」(１３,０００円)などがある。２００３年１２月期の売上高は前期比２５％増の３４０億円を見込

んでいる12。 

業界３位のプライムは、２００２年度は売上を落としたものの、２００３年秋をめどにＴＢＳ系ＢＳ

デジタル放送局ＢＳ-i（東京都港区）と組み、リモコンで発注できる双方向性テレビ通販を開始

する予定である。小形掃除機「コードレススウィーパー」(９,８００円)やマッサージ器(９,８００円)と

いった売れ筋を拡販し、２００４年６月期は８％増の売上２００億円を目指している13。 

テレビ局自ら通販事業や関連事業に乗り出すケースもある。テレビ朝日は東京・六本木の

新社屋内に「ザ・ショップ・テレビ朝日」を開設した。番組グッズのほか、通販番組で扱う商品も

                                                   
11 日本経済新聞 2001.8.25夕刊 
12 日本経済新聞 2003.4.17 
13 同上 
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販売することになっている14。またテレビ朝日系のＢＳ朝日(東京都渋谷区)は、ＢＳデジタルの

双方向性を生かした通販番組を２００３年３月から始めた。広告出稿の伸び悩みで広告収入に

依存できないテレビ局は、テレビ通販事業を収益源の柱に育てたい意向である。 

テレビ通販会社が実際の店舗を出店するケースは、東京テレビランド(東京都渋谷区)がオ

ープンした「Ｓｈｏｐｊｉｍａ東武池袋駅店」や、オークローンマーケティング(名古屋市)の「ショップ

ジャパン」などの例がある。 

 

 

高田社長の経営方針と夢 

高田社長はテレビのトーク番組15で、自分の経営方針は「メディアミックス」、「自前主義」、

「顧客満足度重視」の３本が柱と語った。 

「ラジオとテレビ（地上波）には“時間の制限”があり、紹介できる商品も少なくなる。衛星放送

は 24 時間自社で使えるので、多くの商品を提案できる。また若い方にはインターネットでもい

いが、ご年輩の方はチラシなどの紙媒体でないと安心できない。だからメディアミックス」 

新社屋完成やＣＳ放送開局などイベントの続いた２００１年度は、「急成長のスピードに人と

組織が追いつかない」と、売上を敢えて抑えたという。 

「社内の組織を強化することにしました。中間層のリーダーを育て、社員とも年に２、３回ミー

ティングする。社員を愛している。夢をもって入っても、やる気があっても、情熱を失うとダメ。情

熱を持ち続け、努力し続ければ、夢は必ず叶う」 

「一番戒めなければいけないのは、おごりじゃないかと思う。社員には妥協してはいけない、

完璧を否定しなさいと言っている。チラシ１枚でも、ある程度売上があると、これでいいと思って

しまいマンネリになる。そこで私は否定しました。若いスタッフが徹夜で頑張ってくれまして・・。

そして、デザインやキャッチコピーが新しくなったチラシで、２倍の売上がありました」 

「インターネット販売は２年前からやっていますが、ｉモードの申し込みは１日 8000 件あったこ

ともあります。“通販が世界的戦略を練ることができる”時代に変ったことを実感しています」 

 高田社長は番組の最後で、こう夢を語った。 

「ハウススタジオを作りましたので、国際的なショッピングモールを作りたい。スモールハリウッ

ドみたいなものですね。そこから世界へ発信したい」 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
14 日本経済新聞 2003.4.28 
15 BSフジ「堺屋太一のビジネスリーダー」 2001.6.2および 2001.6.9 
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＜付属資料 1＞業績推移 

年間売上高推移年間売上高推移年間売上高推移年間売上高推移  

1992 年 14 億 5 千万円 

1993 年 23 億 7 千万円 

1994 年 43 億 1 千万円 

1995 年 71 億 8 千万円 

1996 年 111 億 8 千万円 

1997 年 148 億 7 千万円 

1998 年 225 億 1 千万円 

1999 年 347 億 2 千万円 

2000 年 421 億 4 千万円 

2001 年 449 億円 

2002 年 624 億 2 千万円 
 

 

 

年間経常利益推移年間経常利益推移年間経常利益推移年間経常利益推移  

1992 年 6 千 2 百万円 

1993 年 8 千 8 百万円 

1994 年 1 億 2 百万円 

1995 年 1 億 4 千 3 百万円 

1996 年 4 億 4 千 3 百万円 

1997 年 9 千万円 

1998 年 13 億 2 千 4 百万円 

1999 年 13 億 8 千 3 百万円 

2000 年 17 億 9 千 9 百万円 

2001 年 24 億 2 千万円 
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2002 年 31 億 6 千 7 百万円 
 

資料：http://www.japanet.co.jp/home/company/index.html 

＜付属資料２＞ジャパネットたかたの沿革 

 

1986 年 1 月 （株）たかたを設立。カメラ店ソニーショップとして事業展開。 

1990 年 3 月 NBC 長崎放送で第 1 回ラジオショッピングスタート。 

1991 年 3 月 全国（北海道から九州）でラジオショッピング開始。 

1994 年 5 月 佐世保市大塔町に本社第一ビルを建設。 

  6 月 「ジャパネットたかたテレビショッピング」事業を開始。 

1995 年 5 月 「ジャパネット倶楽部」カタログ（顧客会員向け）を発刊する。 

 12 月 新聞折込チラシ「ジャパネット倶楽部」の全国展開を開始。 

1997 年 1 月 事業拡大に伴い本社第２ビルを建設。 

1998 年 11 月 「第 1 回利益還元祭キャンペーン」を実施(ハワイ旅行プレゼント) 

1999 年 5 月 社名を（株）たかたより（株）ジャパネットたかたへ変更する。 

 11 月 「第２回利益還元祭キャンペーン」を実施(ロサンゼルス旅行プレゼント) 

 3 月 総合カタログ「ジャパネット倶楽部」創刊号発行。 

 3 月 インターネットホームページ開設。 

 4 月 郵政省より CS 放送認可。 

 11 月 「第３回利益還元祭キャンペーン」を実施(ゴールドコースト旅行プレゼント) 

2001 年 2 月 事業拡大に伴い佐世保市日宇町に本社新社屋を建設。本社機能を移転。 

 3 月 大塔第ニビルを大幅改装。テレビスタジオ「ジャパネットスタジオ 242」を開局。 

 3 月 CS デジタル放送スカイパーフェクト TV！242ch にショッピング専門チャンネルを開局。

生放送など全国放送を開始。 
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 5 月 日宇本社ビル敷地内に「ハウス型スタジオ」完成。 

付属資料   （続き） 

 6 月 地上波において生放送ショッピングを開始。 

2001 年 11 月 「第 4 回利益還元祭キャンペーン」を実施(総額 1000 万円プレゼント) 

2002 年 3 月 「ジャパネットスタジオ 242」開局一周年を記念し、連続 24 時間の生放送を実施。 

 4 月 資本金 2,000 万円を増資して、計 1 億円とする。 

 7 月 福岡市中央区天神に｢ジャパネットたかた福岡コールセンター｣を開設。 

2003 年 3 月 CS 開局 2 周年記念 50 時間ライブを実施。 

資料：http://www.japanet.co.jp/home/company/index.html 

 

 

 

 

＜付属資料３＞ジャパネットたかたが見るターゲット顧客像 

                    （資料：日経ビジネス 2002.10.21 号より） 

 

  『既存の流通業者から見捨てられた消費者こそ狙い目』 

中心顧客 

買い物がキライ 電器製品に弱い 

あまりテレビを見ない 
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＜付属資料 4＞組織の概要 

（http://www.japanet.co.jp/home/company/index.html より） 

＜総務部＞ 

・総務課---備品の管理や発注、郵便物の授受、勤怠管理、給与処理、人事採用等。 

・秘書課---経営者のスムーズな業務遂行をアシスト。 

・経理課---売り上げ・仕入れ管理および、会計業務。 

 

＜商品企画開発部＞ 

メーカーで眠っている商品を発掘し、進化する商品をタイムリーに取り上げ、さらに新商

品の先取りも含めたオリジナル商品の企画開発の提供。 

 

＜商品管理部＞ 

・発注課---顧客からの注文と在庫状況、各取引メーカーへの発注や商品の台数入荷日をコンピュー

ターで管理。設置作業や工事を必要とする商品に関しては、業者への工事依頼から工事

完了後の問い合わせに対応。 

・発送課---物流センターは約 1,200 坪。商品は自社スタッフの手でひとつひとつ確認後、迅速かつ丁

寧に全国の顧客の元へ発送。 

 

・整備課---商品の返品・交換・修理。万一の商品の不具合に対応するサービスセンター。「商品の検

品」や「新しい商品との取り替え」、「商品の修理」など多岐にわたる業務を担当。ここに集ま

る商品の不具合などの事例や顧客の声は、商品の改良・新商品の開発に活かされる。 

 

＜顧客管理部＞ 

・受注課---自社オペレーターによる受注窓口 
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・与信回収課--- ショッピングクレジック業務。信販会社との契約手続。 

・カスタマーサービス課--- 商品の使い方などに関する相談窓口、商品を熟知したスタッフが揃い、電

話での質問や疑問に実際の商品を手にとりながら対応。 

 

・ＰＣセットアップ--- パソコンの初期設定、インターネットの接続契約、プリンタなど周辺機器の設定な

どを予め完了してから顧客に商品を納入する。その「パソコンセットアップ・サービ

ス」のための部署。パソコン購入者の５０％以上が利用している。 

 
・アウトバウンド課--- 顧客からのＦＡＸによる注文確認。商品資料の請求対応。 

 

＜制作部＞ 

・ラジオ制作--- 全国４１局、１日平均５０～６０本。自社スタジオと各局を結んで放送。ラジオショッピン

グでは売上日本一達成。 
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・テレビ制作--- コンテンツは１００％自社制作。 

 

・カタログ制作--- カタログ・折込チラシ・新聞広告・ＤＭはがきなどをすべて自社製作。 

 

・インターネット企画開発--- ショッピングサイト制作。オークションやタイムセールなど参加型イベン企画も。 
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＜システム開発課＞------------- コンピュータシステム開発・保守・運用。社内業務を円滑に

行う為の業務。システム維持・管理、各取引先とのオンライン処理や社内ＬＡ

Ｎなど通信関係の維持・管理、さらにシステム改善およびフリーダイヤル電話

回線の維持・管理。 

＜付属資料５＞ジャパネットたかたの取扱商品ライン 

（http://www.japanet.co.jp/home/company/index.html より） 
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＜付属資料５＞通信販売業界データ 

 

49.6%

19.6%

9.0%

7.7%

3.3%0.7%
10.1%

 

広告宣伝費 

人件費 

物流コスト 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ関連コスト 

その他 
営業利益 

通信販売業界の一般的なコスト構成 

売上原価 

出所：(社)日本通信販売協会・平成 13年 12月実態調査報告書 

(ただしテレビ通販商品の 
原価は一般的に 1～2割 
とされている） 
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385,331

230,208

388,010

114,862

79,179 29,291

 

＜戦後の通販ヒット商品＞                 ＜最近の通販ヒット商品＞ 

・ 中山式快癒器(1947 年中山式産業)         ・ うれっこ(1999 年) 

・ ブルワーカー(1967 年日本ﾒｰﾙｵｰﾀﾞｰ)         仰向け出足を左右に揺らす運動器 

・ ルームランナー(1976 年日本ﾍﾙｽﾒｰｶｰ)      ・ エアウォーカー(1999 年) 

・ ぶら下がり健康器(1978 年日本文化ｾﾝﾀｰ)       ペダル式のウォーキング器 

・ 帆船模型キット(1978 年日本ﾍﾙｽﾒｰｶｰ)      ・ ボディブレード(2000 年) 

                                    スティック両端振動による筋肉強化器 

                                        ・ アブトロニック(2001 年) 

通信販売業界の売れ筋商品 

衣料品(ﾒﾝｽﾞ･ﾚﾃﾞｨｽ 

子供･下着･寝具) 

家庭用品(家具･家電品 

ｷｯﾁﾝｳｪｱなど) 
雑貨(ｱｸｾｻﾘｰ･かばん 

靴･化粧品･文具) 

食料品 

通信教育・ｻｰﾋﾞｽ その他 

出所：(社)日本通信販売協会・2001年度有力 41企業の集計 

(単位：百万円) 

 電気刺激によるダイエット器 



不　許　複　製

慶應義塾大学ビジネススクール

ＣＷＩ　２００３.６　１００


